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平成２９年度 国の施策・予算に関する提案・要望 政府予算案（商工労働部関係） 

平成 29 年 2 月 24 日 

大 阪 府 

※２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。 

 

 

要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

Ｉ 産業振興施策について 

１．東京一極集中の是正をめざす政府

関係機関の移転 

（１）国立健康・栄養研究所の全部 

移転 

（２）工業所有権情報・研修館の統括 

拠点、特許庁の審査拠点の設置 

（３）ＰＭＤＡ関西支部への権限委譲 

及び利用料制度の見直し 

◆概算要求の状況  特許庁 

○工業所有権情報・研修館の統括拠点整備 個別事業の概算要求額不明 

 

個別事業の予算額不明 

△ 

◆予算項目以外の状況 

＜国立健康・栄養研究所＞ 

・H２８．３  全部移転に向けて、移転の詳細や受入体制について、Ｈ２８年度中の成案を目指し、国等

と協議中。 

＜独立行政法人 工業所有権情報・研修館（ＩＮＰＩＴ）＞ 

・H２８．３  近畿地方の統括拠点を整備する方向で、Ｈ２８年８月末までに具体的な結論を得る。 

・H２８．９  Ｈ２９年度に、「近畿統括拠点（仮称）」を大阪市内の交通至便地に設置。 

（※Ｈ２９年１０月までに設置予定） 

＜独立行政法人 医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）関西支部＞ 

・H２８．６  ＰＭＤＡ関西支部において、薬事に関する各種相談が可能となった。 

・審査機能の権限委譲及び利用料制度の見直しについては、引き続き協議。 

２．成長産業関連施策に対する 

思い切った支援 

（１）蓄電池・水素関連産業の振興 

◆概算要求の状況 経済産業省・環境省 

（経済産業省） 

○水素ステーション整備への支援 〔全〕５２億円 

（水素供給設備整備事業費補助金） （〔全〕６２億円） 

○蓄電池の技術開発・実用化の加速 〔全〕  ３０億円 

（革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発） （〔全〕２８．８億円） 

（環境省） 

○水素ステーション整備への支援  

（再エネ等を活用した水素社会推進事業） 〔全〕９０億円 

○新たな水素関連アプリケーションの実用化の促進 （〔全〕６５億円） 

（水素社会実現に向けた産業車両における 

燃料電池化促進事業）  

 

 

    〔全〕４５億円 

 

〔全〕２９億円 

 

 

 

〔全〕５５億円 

 

△ 

◆予算項目以外の状況  

・新たな水素アプリケーションに関する水素充填設備・運営補助制度や水素社会の受容性向上に向けての

補助制度の創設等に関する要望内容は、実現していない。 

（２）堺・泉北臨海工業地域の競争力 

強化に向けた産業基盤の整備 

◆概算要求の状況 経済産業省 

○石油コンビナートの生産性向上 〔全〕１４０億円 

及び強じん化推進事業 （〔全〕１３０億円） 

○工業用水道事業（補助金） 〔全〕２０．１億円 

 （〔全〕２２．５億円） 

 

〔全〕１４０億円 

 

〔全〕２０．１億円 

 
△ 

◆予算項目以外の状況 

・「公共性の高い民有護岸等の耐震補強などの災害対策について、全てを企業負担とすることなく、財政

支援を充実・強化すること」について、制度拡充等の措置はなされていない。 

３．中小企業等に対する資金支援の 

充実・強化 

（１）中小企業等への円滑な資金 

供給の確保 

（２）信用保証協会の経営基盤の 

強化、信用補完制度の充実・強化 

◆概算要求の状況 経済産業省 

○きめ細かな資金繰り支援 〔全〕  ２６１億円 

                      〔全〕２４３．８億円 

                 Ｈ２８補正：〔全〕  ６４２億円 

 

〔全〕２２５．８億円 

△ 
◆予算項目以外の状況  

・金融検査マニュアル・監督指針において、円滑化法終了後も「金融機関は、他の金融機関と連携を図り

ながら、中小企業者への円滑な資金供給や貸付条件の変更等に努める」ことを明記し、検査・監督を 
徹底。（Ｈ25より継続） 

・セーフティネット保証５号における利益減少要件の追加や小口零細企業保証制度に係る限度額の別枠化

等は、実現していない。 

４．中小企業等の経営安定化等の 

対策強化 

（１）地域中小企業応援ファンド事業

による新事業創出支援 

◆予算項目以外の状況  

・中小企業庁より現事業と同様、運用益での事業継続を可能とする方針が示された。 
△ 

〔摘要欄〕○：ほぼ要望どおり措置等の見込み  △：一部措置等される見込み  

×：措置等されない見込み 

※金額上段：29年度要求額 

（下段：28年度予算額） 
※〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、 

〔事〕事業費ベース 
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要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

（２）下請中小企業対策の強化 ◆概算要求の状況 経済産業省・公正取引委員会 

○下請取引の適正化の推進 

（経済産業省：中小企業庁） 〔全〕１３．９億円の内数 

 ・全国４８箇所に設置した「下請かけこみ （〔全〕５．６億円） 

寺」において、中小企業からの取引に関する 

相談対応（無料弁護士相談を含む）や裁判外 

紛争解決手続（ＡＤＲ）を行うとともに、 

下請ガイドラインの普及啓発等を実施 

 

（公正取引委員会） 〔全〕１１２．２億円 

 ・厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用 （〔全〕１０９．３億円） 

 ・中小企業に対する不利益行為の取締り強化等 

 

 

〔全〕１３．９億円の内数 

 

 

 

 

 

 

〔全〕１１２．２億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・国において一定の取組はしているものの、更なる取組が必要。 
（３）商業活性化施策の充実・強化 ◆概算要求の状況 経済産業省 

○地域・まちなか商業活性化支援事業 〔全〕２５億円 

（〔全〕２０．３億円） 

 

〔全〕１７．８ 億円 

 △ 

◆予算項目以外の状況  

・地方公共団体への権限・財源の移譲についての検討に関する要望内容は、実現していない。 

Ⅱ 雇用施策について 

１．雇用・就労対策の充実 

（１）地方創生への取組みの強化 

◆概算要求の状況 内閣府 

○地方創生推進交付金 

・地方公共団体の地方創生の深化に向けた 〔全〕１，１７０億円 

自主的・主体的な取組を支援 （〔全〕１，０００億円） 

 
 
〔全〕１，０００億円 

△ 

（２）若者の活躍推進施策の充実 ◆概算要求の状況 厚生労働省 

○若者の活躍推進 〔全〕２４９億円 

・就職氷河期世代のフリーター等に対する （〔全〕２０７億円） 

就職支援の強化 

 ・既卒者・中途退学者の採用・定着支援 

 ・若年無業者等に対する就労支援の推進 

 

〔全〕２３８億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・若者の安定就業の取組や職場定着を推進する施策については、更なる充実を求める。また、施策の実施

にあたり、地方公共団体を活用することについては、実現していない。 

（３）女性の活躍推進施策の充実 ◆概算要求の状況 厚生労働省・内閣府 

（厚生労働省） 

○地域の創意工夫を生かした人材育成の推進 〔全〕５８億円 

 ・地域のニーズを捉えた能力開発の推進 （〔全〕５４億円） 

（内閣府） 

○子ども・子育て支援新制度の実施   〔全〕１，３２１．８億円 

 ・企業主導による多様な就労形態等に （〔全〕  ８００．３億円） 

対応した多様な保育サービス 

 
 
      〔全〕５４億円 
 
 
〔全〕１，３１３億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・若年女性の安定就業への誘導や定着支援、中小企業における女性の働く環境整備等施策については、更

なる充実を求める。また、施策の実施にあたり、地方公共団体を活用することについては、実現してい

ない。 
（４）中小企業の人材確保支援施策の

充実 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省・経済産業省 

○地方人材還流促進事業 〔全〕７．７億円 

・地方への正社員就職を促進するため、    （〔全〕６．２億円） 

東京圏等において地方への就職を希望する 

若年者に対し、地方自治体等と連携した 

就職支援を実施 

 

○中小企業・小規模事業者人材対策事業 〔全〕２０．１億円 

 ・中小企業・小規模事者が、必要とする （〔全〕１８．１億円） 

人材を地域内外から発掘・マッチング・ 

定着する支援を実施 

 

〔全〕５．６億円 

 

 

 

 

 

〔全〕１６．７億円 
△ 

◆予算項目以外の状況  

・中小企業の人材確保が円滑に進むような施策については、更なる充実を求める。また、施策の実施にあ

たり、地方公共団体を活用することについては、実現していない。 
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要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

（５）障がい者への雇用対策の強化 ◆概算要求の状況 厚生労働省 

○精神障がい・発達障がい・難病患者など多様な 〔全〕５２億円  

障がい特性に応じた就労支援の推進 （〔全〕４０億円） 

○障がい者及び企業への職場定着支援の強化 〔全〕９１億円  

（〔全〕８３億円） 

 

〔全〕５１億円 

 

〔全〕９１億円 

 
△ 

◆予算項目以外の状況  

・精神障がい者の職場定着につながる新たな支援策等については、更なる充実が必要。法定雇用率未達成

の事業主に対する障がい者雇入れ計画の提出を求めること等に関する要望内容は、実現していない。 

（６）発達障がいの可能性を有する者

等の就業支援の強化 

◆予算項目以外の状況 

・要望内容に係る措置はなされていない。 
× 

（７）「高年齢者就業機会確保事業費

等補助金」交付制度の条件緩和 

◆予算項目以外の状況 

・要望内容に係る措置はなされていない。 
× 

２．労働環境の向上 

（１）いわゆるブラック企業への 

指導・監督の強化 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○若者の「使い捨て」が疑われる企業等への 〔全〕３．７億円 

対応策の充実強化 （〔全〕２．９億円） 

・夜間・休日における労働基準法等に関する無料電話相談、 

常設の「労働条件相談ほっとライン」の運営等 

・厚生労働省ホームページにおける労働条件ポータルサイト 

の設置や就学前の学生等を対象としたセミナーの充実 

・大学生向けの労働関係法令に関する学習プログラムの作成・提供 

 

〔全〕３．７億円 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・労働基準法等の労働関係法令に違反する企業への指導・監督については、一層の強化が必要。  

（２）非正規労働者の処遇改善を図る

ための取組みの推進 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○正社員転換・同一労働同一賃金の実現に向けた 

待遇改善等 

・キャリアアップ助成金の拡充 〔全〕６２０億円 

・各都道府県に「非正規雇用労働者待遇改善 （〔全〕３８５億円） 

支援センター(仮称)」の設置 

○多様で安心できる働き方の普及拡大 

○パートタイム労働対策の推進 

 

 

 

〔全〕６２０億円 

△ 

◆予算項目以外の状況  

・同一労働同一賃金の実現や正社員化の促進等を図るための法改正、事業主への指導強化等の改善等に関

する要望内容は、実現していない。 

（３）最低賃金の引き上げ ◆概算要求の状況 厚生労働省 

○最低賃金・賃金の引上げ等の支援の強化 〔全〕１００億円 

・全国加重平均が１，０００円となることを目指す （〔全〕 ２７億円） 

 ・中小企業・小規模事業者への支援措置を推進・拡充 

・人事システムの改善を通じた賃金引上げの環境整備 

に対する助成を創設 

 

〔全〕１００億円 

 

△ 

◆予算項目以外の状況 

・地域別最低賃金（大阪）の引き上げ ８５８円 ⇒８８３円 

（４）派遣労働者に対するセーフティ 

ネットの強化 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

・要望内容に係る予算措置はなされていない。 
× 

（５）働き方改革の推進等による 

ワークライフバランスの実現を

図る取組み強化 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○ワーク・ライフ・バランスの実現 〔全〕１３６億円 

・テレワーク、在宅就業の推進 （〔全〕 ９６億円） 

サテライトオフィスの有効な活用方法を検証するモデル事業の実施 

在宅ワークの適正な実施のためのガイドラインの周知、セミナーの実施 

・仕事と家庭の両立支援の推進 

改正育児・介護休業法について、改正内容の周知、指導 

男性の育児休業等の取得促進への対応のための助成金支給 

 
〔全〕１３６億円 

 

△ 

◆予算項目以外の状況  

・総労働時間の短縮や賃金不払い残業の解消に向けた事業場への指導・監督については、一層の強化が必

要。現在、国において、働き方改革が議論されており、実効性のあるものにする必要がある。  
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要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

（６）過労死等の防止を図る取組み 

の推進 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○過労死等の防止 〔全〕８３億円 

・過労死等に関する調査研究等 （〔全〕７４億円） 

・過労死等に関する啓発、相談体制の整備、 

民間団体の活動に対する支援 

 

〔全〕８２億円 

 

 
△ 

◆予算項目以外の状況  

・過労死等の防止のための対策に関する大綱に示された啓発、相談体制の整備等、民間団体の活動に対す

る支援等方策の地方公共団体が取組む方向性は示されていない。 

３．職業能力開発制度の充実 
（１）障がい者の職業訓練に係る 

指導員等の充実 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○大阪障害者職業能力開発校の充実  〔全〕２７億円 

（〔全〕２７億円） 

 

〔全〕２７億円 

△ 

◆予算項目以外の状況  

・障がい者の職業訓練に対応する新たな指導員免許の創設に関する要望内容は、実現していない。 

（２）離職者等再就職訓練事業等に 

係る財源支援 
◆概算要求の状況 厚生労働省 

○離職者訓練等の委託事業に従事する 〔全〕２．２億円 

府職員人件費の一部負担 〔全〕２．２億円 

※府０．０４億円 

 

〔全〕２．２億円 

    ※府０．０４億円 

 正規職員人件費１名 

△ 

（３）訓練手当の所得要件の基準改正 ◆予算項目以外の状況 

・厚生労働省において、現時点では訓練手当の所得要件の基準は改正されていない。 
× 

４．あいりん地域対策の強化 

（１）国における抜本的な総合対策の

推進 

（２）日雇労働者の雇用対策の充実 

（３）日雇労働者の雇用環境等の 

改善 

（４）あいりん地域における職業紹介

のあり方検討の実施 

（５）東日本大震災の復興等事業に 

関わる求人の適正化等 

◆予算項目以外の状況  

・国における抜本的な総合対策の推進、日雇労働者の雇用対策の充実及び雇用環境等の改善、あいりん地

域における職業紹介のあり方検討の実施については、一層の強化が必要。 

△ 

５．ホームレスの人等の就労自立 

支援等 

（１）ホームレスの人等の就労機会の 

確保・提供 

（２）ホームレス化の予防支援 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○ホームレス等就業支援事業 〔全〕２．３０億円 

※府０．７億円 

〔全〕２．３８億円 

※府０．８億円 

 

〔全〕２．３０億円 

※府０．７億円 

△ 

◆予算項目以外の状況  

・ホームレスの人等の就労機会の確保・提供、ホームレス化の予防支援については、一層の強化が必要。 

Ⅲ 国と地方の適正な役割分担に 

ついて 

１．ハローワークの地方自治体への 

移管 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○ハローワーク等におけるマッチング機能の強化 〔全〕３２億円 

               （〔全〕２８億円） 

 

〔全〕２９億円 

× ◆予算項目以外の状況 

・地方版ハローワークの創設や地方公共団体が国のハローワークを活用する枠組みの創設を内容とする

「新たな雇用対策の仕組み」を実現するため、職業安定法や雇用対策法等の改正法を含む第 6次地方分

権一括法が H２８年８月に施行されたが、ハローワークの移管は実現していない。 

２．運輸事業振興対策の推進 ◆予算項目以外の状況 

・要望内容に係る措置はなされていない。 
× 


